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研究成果の概要（和文）：知識基盤社会の到来やグローバル社会の進展を受けて、教育の質の向

上がこれまでにも増して重要になっている。一方、公立学校教員の大量退職に伴う急速な世代

交代がすでに始まっており、新任教員が数年で学校の中心として教育を担っていかなければな

らなくなる時代が近づいている。それにもかかわらず、採用 1年以内の離職者数は 10年前の約

2 倍になっており、新任教員へのケアやサポートを担うべきベテラン教員は激減している。教

育の質保障のためにも、新任教員の成長支援と適応援助システムの構築は喫緊の課題となって

いる。これらの危機感から、この 2,3年、全国的に初任者研修プログラム改訂の動きが進んで

いる。本研究では、新任教員の困難感を調査し、有効な適応支援策を検討した。また、全国の

30以上の自治体への聞き取り調査も行い、初任者研修の現状と課題を整理し、効果的なプログ

ラムの在り方を検討した。本研究の成果は、学会発表や「若い教師を支援する会」のウェブサ

イト、最終年度に作成した研究のまとめの冊子等によって公開し、初任者研修担当者が適応援

助や成長支援策を共有できるようにした。 

研究成果の概要（英文）：Currently, against the backdrop of information explosion and 

globalization, our society demands improvement in the quality of education. Meanwhile, 

mass retirement or rapid generation change in public schools’ teaching force has already 

begun. In the near future, new teachers will be expected to take responsible roles within a 

few years after their employment. Despite this anticipated structural trend, teacher 

attrition rate within a year after initial employment has increased almost three times 

compared with that of 10 years ago. Moreover, the number of veteran teachers, who are 

supposed to support and train new teachers, has decreased rapidly. If the quality of 

education is to be maintained, the development of a system to support new teachers’ 

growth and their adaptation to the teaching profession is an urgent matter. In fact, in 

recent years, it is a national trend for local governments to revise their professional 

development programs for their first-year teachers. In this study, the researchers 

conducted surveys to examine the sense of difficulty among first-year teachers and 

investigated effective support strategies for their adaptation to the work environment. In 

addition, more than 30 local governments were interviewed to reveal the current conditions 

and challenges of teacher recruitment and retention. The researchers further examined 

essential elements of effective support programs. The outcome of the study was presented 

at conferences, shared through a website titled“Support Group for Young Teachers”, and 

published in the form of a brochure in the third year of the study. 
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１．研究開始当初の背景 

(1) 新任教員の離職者の増加 

 新任教員で 1年以内に離職した人数が、過

去５年間で２倍に増加するなど、新任教員の

適応援助が必要となっている。病気休職等の

不適応をメンタルヘルスの立場から見た研

究はあるが、新任教員対象の適応に関する研

究はほとんど行われていない。新任時代の経

験がその後の教職に大きな影響を与えるこ

とからも、新任教員の適応と成長支援に有効

な環境を準備し，丁寧に育てることは重要で

ある。 

(2) 世代交代の急激な進行 

 団塊の世代の大量退職が始まっている。現

在 40-50歳代が半数近くを占めている公立学

校の教員の年齢構成は、10年後には大きく変

わり、20-30 歳代が学校の中核となる。丁寧

に育てるはずのベテラン教員が激減する中

で、新任教員の成長支援のためのシステムづ

くりや、成長支援プログラムの在り方をさぐ

ることは緊急な課題となっている。 

(3)求められる教育の質の向上 

 日本の大学進学率は 2007 年に 50%を超え、

大学に行くことは一般的になってきた。幼稚

園から大学まで全ての校種に、さまざまな価

値観や学ぶ目的を持った多様な学び手のニ

ーズに応える「平等性」が求められるように

なったのである。一方、グローバル社会の進

展や、知識基盤社会の到来など、新しい時代

を迎え、思考力・判断力・表現力・問題解決

力などといった生きる力の育成が求められ

るようになってきた。時代に応じた、教育の

質の向上が求められるようになったのであ

る。「多様を受け入れる平等性」と「教育の

質の向上」を同時に行うことができる教員が

必要とされているのである。 

 
２．研究の目的 
(1)研究の目的：新任教員の適応の現状と課
題を明らかにするとともに、よりよい適応支
援および成長援助の方法を探る。 
(2)研究対象：①公立小中学校の新任教員 
②公立小中学校の新任教員の適応援助およ
び成長支援にかかわる人たちおよび支援シ
ステム（着任校の同僚や管理職、教育委員会、
初任者研修担当者、初任者研修プログラム） 
 
３．研究の方法 

(1) 文献研究（新任教員の成長支援にかかわ

る研究） 

(2) 資料収集と分析（全国の自治体の初任研

プログラム、新任教員支援体制の実態調査） 

(3) アンケート・インタビュー調査（新任教

員および初任者を担当する指導員への量

的・質的実態調査） 

(4) 新任教員支援にかかわる実践的調査(新
任教員の成長支援の実践活動を通した調査) 



 
４．研究成果 
(1)文献研究 新任教員の成長支援 
 ①石原は「実践的指導力」に関して、先行
研究をまとめている。新任教師をはじめとす
る若い教師たちに今求められているのは、複
雑な教育現場に対応できる「実践的指導力」
と言われている(中央教育審議会、2011.1)。
「実践的指導力」は、実践的知識と実践的思
考様式に分けることができる。実践的知識は
研修等によってある程度学ぶことができる
が、実践的思考力は長い経験と省察の蓄積に
より習得されるものである (佐藤学・岩川直
樹・秋田喜代美「教師の実践的思考様式に関
する研究(1)—熟練教師と初任者教師のモデ
リングの比較を中心に」東京大学教育学部紀
要第 30巻、1990) 。 
 これらの知見からは、新任教員は、先輩教
師の中で経験を積みながら実践的思考力を
学ぶことが自然であることがわかる。しかし、
ベテラン教員が減少している学校の現状や、
ベテラン教師も困難な「平等性」と「質の高
い教育」を実現しなければならない現実もあ
る。これまでのように校内で先輩から教わる
ことだけでは新しい時代に合った「実践的指
導力」を身につけることが難しい状況がある。
新任教員が校内だけでなく、多様に学び経験
を積むことができる環境を工夫する必要が
あるといえる。 
②和井田は、文部科学省や厚生労働省の統計
資料を分析して、新任教員の不適応の現状と
課題を明らかにしようとした。新任教員の離
職率は、一般職のそれよりはるかに低い。し
かし、教員の離職は、精神的な病気が理由で
ある割合が高く、一般職は、「会社の将来性
の不安」「労働条件が悪い」など、能動的に
離職を選び取る割合の方が高かった。採用人
数が多いからといって必ずしも離職率が高
いわけではなかったが，離職者数が 0という
自治体の採用者数は少ない傾向があった。こ
れらのことから、新任教員を丁寧に支援でき
る環境を作ることができると、適応がよくな
ることがあらためて示唆された。 
③濱田は、学校経営学の立場から、新任教員
の困難感の背景を分析した。そして、学校の
小規模化や急激な世代交代により同一校内
での新任教員育成が難しくなっていること
を指摘し、複数の学校を単位とした支援への
転換を提案した。また、失敗をゆるさない世
間の風潮や、評価によって資質を高めようと
する体制の強化が新任教員の困難感を強め
ている可能性を指摘している。 
（２）資料収集と分析 
①初任研プログラムの収集 
 和井田は、3 年間で、約 30 の都府県、約
10 の政令指定都市の初任研プログラムの収
集と分析を行った。適応援助については、い

くつかの自治体で、以下のような工夫があっ
た。1.新任教員同士の仲間作りを支援 2.不
適応気味の新任教員について初任研担当指
導主事と校長が協議できるようなシステム
の制定 3.メンター制度の導入。自治体によ
ってさまざまな工夫があった。 
 研修プログラムについても、自治体によっ
て工夫が感じられた。1.つけるべき力を整理
して、校内研修、管轄する教育事務所による
研修、都道府県による初任者研修がそれぞれ
効果的に作用するように工夫 2.初任者が苦
労しがちな問題を中心においた予防的な研
修の充実 3.新任時代を教師人生全体の第
１歩と位置づけて、2 年目以降にも研修を準
備 4. 初任研の新任教員が、5 年研、10 年
研を受けている教員と共に学ぶことで、先輩
から学べるようにする 
 どの自治体も、初任研の改善の必要性を感
じていたが、自治体同士がそれらの情報を共
有するシステムがない。本研究では自治体同
士の初任研の工夫を共有する場として、研究
成果をウェブサイト上においたり、各自治体
の取り組みの成果を冊子にして配付したり
して、共有の一助になるように配慮した。 
(3) アンケート・インタビュー調査 
①プログラムとニーズとのミスマッチ 
 石原は新任教員への聞き取り調査を行い、
初任者研修プログラムは新任教員のニーズ
と合っていない場合が多いことを指摘した。
また、石原は、新任教師は新卒の未熟さを同
僚教師や管理職、専門指導員などの指導を受
けることで乗り越えようとする傾向を指摘
し、自律的な成長を支援する必要性を示して
いる。 
②東日本大震災の被災地の新任教員 
 2011年に東日本大震災が発生し、東北地方
を中心に多くの犠牲者を出した。大橋はいわ
き市を、亀山は石巻市を対象に、震災直後に
着任した新任教員への聞き取り調査を行っ
た。和井田も、石巻市と気仙沼市で聞き取り
調査を行っている。 
 2011 年度の初任研は例年より回数が減っ
たり、内容の変更を余儀なくされた面はあっ
たが、初任者にはそれぞれ指導員もつき、初
任研も行われた。初任者もベテラン教員も一
丸となって、学校の日常の回復と児童生徒の
支援に打ち込んでいた。 
(4) 新任教員支援にかかわる実践的調査 
①校内授業研究会を通した成長支援 
 杉江は、愛知県犬山市の授業改善に取り組
んだ。学校を基礎として授業研究を行い、よ
りよい授業をめざして省察し検討し合う職
場の在り方こそが、新任教員をはじめとする
若い教員たちに「実践的指導力」をつけてい
くことを示した。 
②省察をうながす研修体系の開発 
 川田は、高知県教育センターで初任研の開



発と実践を行い、初任研受講者が書いた「研
修の記録」を分析した。その結果、課題に気
づくことや課題を具体的にとらえること、そ
こで得たことを今後にどう生かすか、という
ことを考えることができると、その後の資質
能力の向上が期待できることを示した。この
ような気づきをうながす要素のあるプログ
ラムの開発が「実践的指導力」の育成に有効
かもしれないことが示唆されるとした。 
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